
キャリア教育の推進が提唱されてから久しい。

「キャリア教育」という言葉自体は学校教育の

用語としてすでに市民権を得たと言っても良い

だろう。

その一方で，キャリア教育の概念や目指す方

向性などについて見れば，正しい理解が広く共

有されているとは言い難い。例えば，「工業高

校は，その創設以来，今で言うキャリア教育を

包含した教育を続けてきたのだから，これまで

通りの実践のままで十分だ」などの意見に典型

的に示されるような誤解は，未だに少なくない

ようである。

本稿では，キャリア教育の推進施策の概要を

振り返りつつ，誤解を解きほぐし，工業高校に

おける今後のキャリア教育の在り方について考

えてみたい。

（１） 草創期のキャリア教育の焦点

文部科学行政関連の審議会報告等で，「キャ

リア教育」が文言として初めて登場したのは，

中央教育審議会答申「初等中等教育と高等教育

との接続の改善について」（平成１１年１２月）で

あった。本答申では「学校教育と職業生活との

接続」の改善を図るために，小学校段階から発
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達の段階に応じてキャリア教育を実施する必要

があると提言した。

本答申は，新規学卒者のフリーター志向の広

がり，若年無業者の増加，若年者の早期離職傾

向などを深刻な問題として受け止め，それを学

校教育と職業生活との接続上の課題として位置

づけた上で，キャリア教育を提唱している。

このようなキャリア教育のとらえ方は，平成

１５年６月の「若者自立・挑戦プラン」にも顕著

に見られる。同プランは，若年者の雇用問題を

「深刻な現状と国家的課題」として認識し，こ

の課題に対応する上で，キャリア教育の推進を

重要な柱の一つとしたのだった。

（２） キャリア教育の体系化

このような流れの中で，文部科学省及び同省

の国立教育政策研究所生徒指導研究センターに

おいては，若年者雇用をめぐる緊急対策として

の側面を超えたキャリア教育の理論的な基盤を

めぐる研究が蓄積されていった。

まず，国立教育政策研究所生徒指導研究セン

ターが平成１４年１１月，「児童生徒の職業観・勤

労観を育む教育の推進について」の調査研究報

告書をまとめ，小学校・中学校・高等学校を一

貫した「職業観・勤労観を育む学習プログラム

の枠組み（例）―職業的（進路）発達にかかわ

る諸能力の育成の視点から―」を提示した。本

「枠組み（例）」では，「職業観・勤労観」の形

キャリア教育推進施策の展開と今後の方向性
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成に関連する能力を，「人間関係形成能力」

「情報活用能力」「将来設計能力」「意思決定能

力」の４つの能力領域に大別し，小学校の低・

中・高学年，中学校，高等学校のそれぞれの段

階において身に付けることが期待される能力・

態度を具体的に示した。

次いで，平成１６年１月，文部科学省内に設置

された「キャリア教育の推進に関する総合的調

査研究協力者会議」から最終報告書がまとめら

れた。本報告書は，キャリア発達を基盤とした

能力育成の重要性を明確に打ち出しつつ，国立

教育政策研究所による前掲の報告書が提示した

「職業観・勤労観を育む学習プログラムの枠組

み（例）」について，「各学校においてキャリ

ア教育を推進する際の参考として幅広く活用さ

れることを期待したい」と評価した。その後，

「職業観・勤労観を育む学習プログラムの枠組

み（例）」に基づく能力論（いわゆる「４領域

８能力」）は，急速に学校に浸透していったの

である。

また，この流れに並行して，「社会人基礎力」

「就職基礎能力」など，他省庁が主導する類似

の能力論が提唱され始めた。例えば，平成１８

年，経済産業省は「職場や地域社会で多様な

人々と仕事をしていくために必要な基礎的な

力」を，３つの能力（「前に踏み出す力」「考

え抜く力」「チームで働く力」）と１２の能力要素

から成る「社会人基礎力」として構想し，大学

生を主対象にその育成推進施策を展開した。そ

の結果，就職を希望する生徒が比較的多い高等

学校を中心に，「社会人基礎力」をキャリア教

育の基盤とする高校も見られるようになった。

（３） 推進施策の具体的展開

文部科学省が，学校におけるキャリア教育実

践の具体的な推進のために初めて予算を充てた

のは，平成１６年度である。そこでは，およそ１

億４千万円の予算が，インターンシップ連絡協

議会の設置やキャリア教育推進地域の指定など

に当てられた。

また同省は，平成１７年度に「キャリア・スタ

ート・ウィーク」事業を開始し，中学校におけ

る５日間連続の職場体験活動を推進するための

全国キャンペーンを展開させ，平成２０年度まで

継続させた。本事業には４年間合計で１１億円を

超える予算が充てられた。

このようなキャリア教育推進施策が展開する

中で，平成１８年１２月には，戦後はじめて教育基

本法が改正され，教育の目標の一部に「職業及

び生活との関連を重視し，勤労を重んずる態度

を養うこと」が位置付けられた。

更に，平成２０年１月の中央教育審議会答申

「幼稚園，小学校，中学校，高等学校及び特別

支援学校の学習指導要領等の改善について」に

おいても，新しい学習指導要領でのキャリア教

育の充実が求められ，同年３月には小学校と中

学校の学習指導要領が，平成２１年３月には高等

学校の学習指導要領がそれぞれ本答申に基づい

て改訂された。

また，平成２０年７月１日に「教育振興基本計

画」が閣議決定され，今後５年間（平成２０～２４

年度）に取り組むべき施策の一つとして「関係

府省の連携により，小学校段階からのキャリア

教育を推進する。特に，中学校を中心とした職

場体験活動や，普通科高等学校におけるキャリ

ア教育を推進する」ことが明示されたのである。

（４） これまでの施策によって残された課題

平成１１年の中央教育審議会答申以降のキャリ

ア教育推進施策の展開は，まさに目を見張る勢

いであったと言えよう。しかしその一方で，次

のような課題も残された。

まず，キャリア教育の草創期とも言うべき段

階の提言や施策が，若年者の雇用や就業をめぐ

る問題の解消策の一環としてキャリア教育を位

置づけたこともあり，キャリア教育がフリータ

ーや若年無業者の増加を食い止めるための「対

策」，あるいは若者を就職させるための手段と
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して誤解される傾向が生じたことが挙げられる。

更に，いわゆる「４領域８能力」をめぐって

は，生涯にわたってキャリア発達を支援してい

くという視点が十分ではなく高等学校段階まで

の提示にとどまっており，また，「例」として

示されたにもかかわらず，学校・学科の特色や

生徒の実態を十分に踏まえないまま固定的に運

用する学校が少なくないなど，様々な課題が生

じた。同時に，「社会人基礎力」などの類似の

能力論との異同についても，未整理のまま残さ

れたのである。

平成２０年７月に「教育振興基本計画」が閣議

決定されたのは，このような課題がまさに顕在

化し始めた時期であった。

同年１２月，文部科学大臣が中央教育審議会に

対して「今後の学校におけるキャリア教育・職

業教育の在り方について」を諮問したのは，こ

れらの課題の解消を図りつつ，教育振興基本計

画に沿ったキャリア教育の更なる推進を企図し

たからに他ならない。

中央教育審議会は大臣からの諮問を受けて

「キャリア教育・職業教育特別部会」を設置し，

同特別部会における約２年に及ぶ審議を基に，

平成２３年１月３１日に，答申を文部科学大臣に提

出した。本稿では，答申が示す今後のキャリア

教育の在り方について，２点に焦点を絞って紹

介しよう。

（１） キャリア教育と職業教育との関係

答申は，キャリア教育を「一人一人の社会的・

職業的自立に向け，必要な基盤となる能力や態

度を育てることを通して，キャリア発達を促す

教育」と定義づけ，キャリア教育と職業教育の

関係を次のように明快に整理した。（右上囲み）

ここで指摘されるように，キャリア教育は全

ての教育活動を通して実践され，職業教育もそ

のための極めて有効な機会である。職業に関す

３．今後のキャリア教育の方向性

る教科・科目に内在するキャリア教育としての

大きな力を十分に発揮させながら，他の教科等

との関連を図り，計画的・体系的なキャリア教

育を展開する必要がある。

（２） 基礎的・汎用的能力の育成

また答申が，キャリア教育によって育成する

「社会的・職業的自立に向けて必要な基盤とな

る能力や態度」の中核として「基礎的・汎用的

能力」を打ち出したことも特筆される。その具

体的内容は，「仕事に就くこと」に焦点を当て，

実際の行動として表れるという観点から，「人

間関係形成・社会形成能力」「自己理解・自己

管理能力」「課題対応能力」「キャリアプラン

ニング能力」の４つに整理されている。以下，

「基礎的・汎用的能力」を構成する４つの能力

についての答申の解説のうち，主要部分を抄出

して引用しよう。（次ページ囲み）

中央教育審議会では，先述したような「４領

域８能力」をめぐる問題を克服するため，これ

までに提唱された類似性の高い各種の能力論

（「社会人基礎力」，「就職基礎能力」など）と
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キャリア教育と職業教育の内容を踏まえ，両
者の関係を，育成する力と教育活動の観点から
改めて整理すると，次のとおりである。
（ア）育成する力
◆キャリア教育
一人一人の社会的・職業的自立に向け，必

要な基盤となる能力や態度
◆職業教育
一定又は特定の職業に従事するために必要

な知識，技能，能力や態度
（イ）教育活動
◆キャリア教育
普通教育，専門教育を問わず様々な教育活

動の中で実施される。職業教育も含まれる。
◆職業教育
具体の職業に関する教育を通して行われる。

この教育は，社会的・職業的自立に向けて必
要な基盤となる能力や態度を育成する上でも，
極めて有効である。（１９ページ）



ともに分析を加え，それらが相互に共通性を強

く有していたことを明らかにした上で，「基礎

的・汎用的能力」として再構成して提示したの

である。これまで併置あるいは分断されたまま

であった能力論を，はじめて整理・統合したの

が，「基礎的・汎用的能力」と言える。

無論，すべての学校が，直ちに「基礎的・汎

用的能力」を基盤とするキャリア教育へと転換

を図る必要はない。例えば，能力論の見直しよ

りも，これまでの実践の定着を図ることの方が

当座の優先課題であると妥当性をもって判断さ

れる場合などは，「基礎的・汎用的能力」への

転換の時期を遅らせる方策も考えられる。ただ

し，その場合には，「基礎的・汎用的能力」の

内容と提唱の理由を十分に踏まえ，将来的な転

換を視野におさめながら，キャリア教育の取組

の改善を図っていくことが特に求められる。

中央教育審議会答申が指摘するように，職業

に関する教科・科目も，キャリア教育の実践に

とって極めて有効な機会である。特に工業の各

科目は，「基礎的・汎用的能力」を高める内容

を幅広く包含している。例えば，「工業に関す

る広い視野と技術者として望ましい倫理観や勤

労観・職業観」をもつことを重視する「工業技

術基礎」は「キャリアプランニング能力」を育

成することに大きく貢献するし，「適時に適切

な手法を用いて創意工夫した課題解決の取組

み」をねらう「課題研究」は，「課題対応能力」

を高めるための重要な機会であり，それがグル

ープによって実践される場合には「人間関係形

成・社会形成能力」を培う貴重な場となろう。

それぞれの教員が，工業の各科目に内在する

キャリア教育としての側面を意識し，これらの

科目を学ぶ生徒一人一人に，社会的・職業的自

立の基盤を今，まさに培っていることを認識さ

せることが求められている。そして，これらの

能力は，例えば，キャリア教育実践の中核的な

場であるホームルーム活動における「学業と進

路」にかかわる諸活動や，体育祭や文化祭など

の学校行事を成功させる上でのチームワークや

役割の遂行を通した「人間関係形成・社会形成

能力」や「課題対応能力」の向上などとも相乗

効果を発揮するものである。更に，いわゆる普

通教科を通したキャリア教育とのつながりや系

統性にも十分な配慮が必要だろう。

このような計画的・系統的な指導と，入試や

就職試験のT突破Uに焦点を当てた支援は，キ

ャリア教育のいわば「両輪」である。生徒の能

力育成の機会を多角的に捉え，工業高校の強み

を生かしながら，学校全体でキャリア教育を推

進することが求められている。

４．結びにかえて―工業高校の強みを
生かしてキャリア教育の更なる充実を―
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○「人間関係形成・社会形成能力」は，多様な
他者の考えや立場を理解し，相手の意見を聴
いて自分の考えを正確に伝えることができる
とともに，自分の置かれている状況を受け止
め，役割を果たしつつ他者と協力・協働して
社会に参画し，今後の社会を積極的に形成す
ることができる力である。

○「自己理解・自己管理能力」は，自分が「で
きること」「意義を感じること」「したいこと」
について，社会との相互関係を保ちつつ，今
後の自分自身の可能性を含めた肯定的な理解
に基づき主体的に行動すると同時に，自らの
思考や感情を律し，かつ，今後の成長のため
に進んで学ぼうとする力である。

○「課題対応能力」は，仕事をする上での様々
な課題を発見・分析し，適切な計画を立てて
その課題を処理し，解決することができる力
である。

○「キャリアプランニング能力」は，「働くこ
と」の意義を理解し，自らが果たすべき様々
な立場や役割との関連を踏まえて「働くこと」
を位置付け，多様な生き方に関する様々な情
報を適切に取捨選択・活用しながら，自ら主
体的に判断してキャリアを形成していく力で
ある。（２５～２６ページ）
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